
 
 

第 578回企業会計基準委員会 
資料番号 審議事項(3) 

日付 2026年 6月 10日 
  

 

プロジェクト 資金決済法等の改正に伴う電子決済手段に係る会計上の取扱い 

項目 
実務対応報告第 45 号について法令改正に伴う別途の対応を図ること

の要否の検討 
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本日の審議事項 

（経緯） 

1. 企業会計基準委員会は、2023年 11月 17日に、実務対応報告第 45号「資金決済法におけ

る特定の電子決済手段の会計処理及び開示に関する当面の取扱い」（以下「実務対応報告

第 45号」という。）を公表し、公表日以後適用している。 

2. 実務対応報告第 45号 BC3項では、「資金決済に関する法律」（平成 21年法律第 59号。以

下「資金決済法」という。）第 2条第 5 項第 4 号に規定される電子決済手段（以下「第 4

号電子決済手段」という。）に係る会計上の取扱いを定めることに関して、「資金決済法第

2条第 14項に規定される暗号資産（以下「資金決済法における暗号資産」という。）に類

似する性格を有する可能性があり、会計上の性格を見極める必要があるが、現時点では、

第 4 号電子決済手段に指定されるものが見込まれていない。企業会計基準諮問会議に寄

せられた要望では、第 1 号電子決済手段、第 2 号電子決済手段及び第 3 号電子決済手段

については、改正された資金決済法の施行に合わせて会計上の取扱いを定めることのニ

ーズがあったため、本実務対応報告においては、これらの電子決済手段に関する会計上

の取扱いを優先して定めることとした。」としており、実務対応報告第 45号においては、

第 4号電子決済手段に係る会計上の取扱いは定めていない。 

3. 一方、実務対応報告第 45号において最小限の項目に関する会計上の取扱いを優先して定

めたことに関し、今後の電子決済手段の取引の発展や会計実務の状況により、実務対応

報告第 45号において定めのない事項に対して別途の対応を図ることの要望が市場関係者

により当委員会に提起された場合には、公開の審議により、別途の対応を図ることの要

否を当委員会において判断することとしていた（実務対応報告第 45号 BC4項）。 

（関連法令の改正） 

4. 前項までの状況の下で、今般、次の(1)及び(2)に関して法令改正が行われた。 

(1) 2026 年 6 月 1 日に「電子決済手段等取引業者に関する内閣府令等の一部を改正する

内閣府令」（令和 8年内閣府令第 47号）が施行され、第 4号電子決済手段のうち「電

子決済手段等取引業者に関する内閣府令」（令和 5 年内閣府令第 48 号。以下「取引

業府令」という。）第 2条第 3項第 1号で規定されるもの（外国信託型ステーブルコ

イン）が創設された。 
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(2) 2025 年 6 月に「資金決済に関する法律の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 66

号、以下「改正法」という。）が成立し、その後、2026年 6月 1日に改正法に係る政

令及び内閣府令等が施行され、資金決済法第 2 条第 5 項第 3 号に規定される電子決

済手段（以下「第 3号電子決済手段」という。）の裏付け資産につき、一定の国債及

び中途解約が認められる定期預貯金による管理・運用が認められ、運用対象資産や上

限組入比率、元本毀損防止に係る具体的な要件等が定められた。 

5. 本資料第 4項(1)の取引業府令第 2条第 3項第 1号で規定される第 4号電子決済手段につ

いては、以下の各要件を満たすものが該当することとされている。 

(1) 発行者が国内の銀行業・資金移動業と同等の免許・登録を受けていること 

(2) 国内法令と同等の外国法令に基づき外国の行政機関等（金融庁長官の要請に応じて、

当該者の監督に関する報告又は資料を金融庁長官に提供することができるもの）の

監督を受けていること 

(3) 裏付け資産を国内法令と同等の外国法令により管理し、監査を受けていること 

(4) 犯罪行為の疑いがある場合の取引停止等の措置を講ずることとされていること 

(5) 信託財産と電子決済手段が同一の通貨建てであること 

6. また、本資料第 4項(2)の第 3号電子決済手段の裏付け資産については、以下の各要件を

満たす必要があるとされている。 

(1) 受託者が信託契約により受け入れた金銭の総額のうち預貯金により管理する額の当

該金銭の総額に占める割合が 50％以上であること 

(2) 当該金銭の総額のうち当該預貯金により管理する額以外の額を、取得の日から元本

の償還の日までの期間が 3 か月を超えない国債（一定の外国国債を含む）の保有又

は元本欠損が生ずるおそれのない定期預金により管理・運用するものであること（国

債を運用する場合には、不足額が生じた日の翌日から 2 営業日以内に委託者によっ

て不足額を解消することが必要） 

（当委員会の対応方針案） 

想定される対応の内容 

7. 本資料第 4項(1)の取引業府令第 2条第 3項第 1号で規定される第 4号電子決済手段に関

しては、現行の実務対応報告第 45号が第 4号電子決済手段を適用範囲から除外している

こととの関係から、会計上の取扱いを明確化すべきとの要望が聞かれている。また、本資

料第 4項(2)の第 3号電子決済手段の裏付け資産の要件の改正についても、第 4号電子決

済手段に関する取扱いの検討と合わせて対応を行うべきとの要望が聞かれている。 
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8. 前項の要望に関して、本資料第 4項(1)の取引業府令第 2条第 3項第 1号で規定される第

4号電子決済手段については、今後、国内外での送金・決済手段としての利用が広がって

いくことが想定されることを踏まえると、当該電子決済手段に関する会計上の取扱いを

整備することが必要と考えられる。 

また、本資料第 4 項(2)の第 3 号電子決済手段の裏付け資産の要件の改正に関しては、

現行の実務対応報告第 45号においては、第 3号電子決済手段の信託財産はその全額が要

求払預貯金で管理されることを前提として会計上の取扱いを定めており、結論の背景に

おいて会計上の性格を記載していることを踏まえると、改正された第 3 号電子決済手段

の裏付け資産の要件を前提とした当該電子決済手段の会計上の性格について整理した上

で、会計上の取扱い及び結論の背景の記載の見直しを検討する必要があると考えられる。 

9. ここで、本資料第 5 項の事実関係を前提とすると、取引業府令第 2 条第 3 項第 1 号で規

定される第 4号電子決済手段は、裏付け資産を国内法令と同等の外国法令により管理し、

信託財産と電子決済手段が同一の通貨建てであることが求められている。このため、裏

付け資産については、資金決済法第 2 条第 5 項第 1 号から第 3 号に規定される電子決済

手段と同程度の価値の安定性を図るように制度設計されていると考えられる。さらに、

信託財産と電子決済手段が同一の通貨建てであることから、為替リスクは生じないと考

えられる。 

10. また、本資料第 6 項の事実関係を前提とすると、改正法施行後の第 3 号電子決済手段に

ついては、預貯金により管理されない信託財産の上限が 50％であり、かつ、当該信託財

産が元本の償還の日までの期間が 3 か月を超えない国債の保有（委託者に対する元本毀

損防止措置を要求）又は元本欠損が生ずるおそれのない定期預金により管理・運用され

ることを考慮すると、当該第 3 号電子決済手段は、引き続き価値の安定性を図るように

制度設計されていると考えられる。 

11. 本資料第 9項及び前項を踏まえると、仮に実務対応報告第 45号の改正について検討を行

う場合であっても、論点は限定的であると考えられるため、適時に改正を行うことが可

能であると考えられる。 

テーマアップに関する適正手続 

12. 本資料第 3項に記載のとおり、実務対応報告第 45号においては、今後の電子決済手段の

取引の発展や会計実務の状況により、実務対応報告第 45号において定めのない事項に対

して別途の対応を図ることの要望が市場関係者により当委員会に提起された場合には、

公開の審議により、別途の対応を図ることの要否を当委員会において判断することとし

ている。このため、本件は、過去に当委員会にテーマ提言された項目に関する継続的な対

応の一環と位置付けることができると考えられる。 
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13. 従って、本件の対応の要否については、改めて企業会計基準諮問会議における新規テー

マの提言のプロセスを経る必要はなく、当委員会において判断を行うことができると考

えられる。 

ASBJ事務局からの提案 

14. 本資料第 7項から第 13項を踏まえ、取引業府令第 2条第 3項第 1号で規定される第 4号

電子決済手段の創設及び第 3 号電子決済手段の裏付け資産の要件の改正に関して実務対

応報告第 45号を改正する対応を行うこととしてはどうか。 

15. また、実務対応報告第 45号の改正に着手する場合、現行の実務対応報告第 45号につい

て検討を行った実務対応専門委員会において対応を行うこととしてはどうか。 

 

ディスカッション・ポイント 

本資料第 14項及び第 15項の事務局提案に同意するか。 

 

以 上 

 


